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本誌は,財 政と公共政策に関する幅広い領域の理論的 ・実証的研究の成果を公表 し,相 互交流を促す こ
とによって財政学研究,お よび公共政策研究の更なる深化 ・発展 に寄与していくことを目指しています。
本誌の発行 は財政学研究会を母体 としていますが,上 述の目的のために会員だけでな く広 く非会員の方々
からの本誌への投稿 も歓迎します.
本誌への投稿論文は,財 政学研究会内に設け られた 『財政 と公共政策』編集委員会によって受理され,
編集委員会の選任 した複数の査読者による審査の上,掲 載 を許可されたものが掲載 されます.な お,投 稿
を希望される方は,以 下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます。
投 稿 規 程
[本誌の扱う内容]
財政学(予 算論,経 費論,租 税論,公 債論,地 方財政論,国 際財政論,財 政政策論,財 政思想,財 政史
等),国 家 ・自治体論,地 方自治論,ガ バナンス論,規 制緩和,民 営化,公 益事業論,公 共政策論(環 境政
策,交 通政策,国 土政策,都 市政策…)等 関連領域.
[投稿論文の受理]
投稿論文は随時受け付けています.到 着した原稿か ら順次査読に入 り,査 読終了後に掲載が決定 したも
のか らJl―頁番 に,年2回 発行(5月,10月)さ れる本誌に掲載 していくことにします.な お,投 稿された論
文は返却されません.
[投稿論文の種別]
投稿論文 には,研 究論文(制 限字数25,000字),研 究 ノー ト(同15,000字),展 望論文(同20,000字)の 区
別があ ります.た だ し,制 限字数 は全 て図表 込みの数字 です.図 表 を用 いる場合 は1点 を800字 と計算 し,
5点 まで を上の字数 に含 める ことが で きます.ま た,総 字数が上記 の制 限字数 を超 える場合,文 章 につい
て は1ペ ー ジ(約1,700字)に つ き3000円,図 表 につ いては1点 につ きその作成 費用 相 当額 だけ,投 稿料 が
引 き上 げ られ ますの で,あ らか じめ ご留 意下 さい.な お,抜 き刷 りにつ きまして は ご要望 に添 えかね ます
ので,ご 了承 くだ さい。
[投稿料]
財政学研究会会員は無料,非 会員は有職者の方が1万 円,大 学院生の方は5千 円 となります.
[論文提出要領]
投稿 を希 望 される方は,テ キス トフ ァイル,MicrosoftWord,一太郎 いずれか による文書 フ ァイル を下
記の投稿論 文送付先 に提 出 して下 さい.な お,上 記 の文書 フ ァイルではな くハー ドコピー にて投稿 を希 望
され る方 は本 研 究会 までお 問 い合 わせ下 さい。 また,掲 載が 決 定 した場 合 には,テ キ ス トフ ァイル,
MicrosoftWord,一 太郎のいず れかに よる文書 ファイル を提 出 して頂 くことに な ります ので,あ らか じめ
ご留意下 さい.図 表 をフ ァイル として提出す る場合 には,上 記 ワープロソフ トで作 成で きるもの以外 には,
MicrosoftExcel,Lotus1―2―3に よって作成 された ものお よびCSV(カ ンマ区切 りテキス ト)フ ァイルに限 り,
受領す る ことが可能 です.そ れ以外 の ものは,鮮 明な印刷 原稿,ま たは コピー をご用 意下 さい.な お,投
稿 論文 には以下 の内容 を記載 した表紙 を添付 して下 さい.① 論文 タイ トル②投稿者 の氏名③ 連絡先(住 所,
電話 ・FAX番 号,Eメ ー ルア ドレス)④ 英文 タイ トル⑤英文氏名⑥ 内容要約(日 本語,約200字).
[投稿論文送付先]
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究会の講演会の記録である。植田和弘氏(京 都大学教授)を お招き し、「環境
問題 ・環境政策と財政民主主義」というテーマで講演 していただいた。




組み込むことによって環境アセスメン トへとフ ィー ドバ ックさせていくこと
の重要性 について強調された。加えて、環境政策を史的展開の文脈に沿って
理解することの意義 についても議論された。また、環境問題 における介入政
策に関しては、政府の失敗 に関するイシューを取 り上げつつ、経済学 におけ
る公共性の再考によってそれを超克する必要があることを議論された。









坂井昭夫氏(京 都大学教授、現同名誉教授)を お招き し、「『双子の赤字』
の再来を考える」とい うテーマで基調講演を していただいた。氏は80年 代
のアメ リ力経済が陥った 「双子の赤字」、90年 代の経済の再活性化の後に現





これを受けて、河音琢郎氏(和 歌山大学准教授)は 、80年 代以降のアメ
リカの経済の輸入 ・外資依存の定着という経済条件の変化を指摘 され、80
年代 と今 日の相違点の理解にかかわるコメン トをされた。新岡智氏(関 東学
院大学教授)は 、金融のグロ―バル化と経済社会の不安定化という観点を付
け加え られ、今後の世界経済に標準をあわせた新 しい財政のあ り方を考える









本会は財政学研究会 と称 し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野 における共同研究、 な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的 とする。




究活動 に参加 す る。 会員及螢 生会 旦 の入会 は、会員 二名 の推 薦 に も とづ き総会 におい て これ を
決定す る。de生Aか らム へ の ■'"'につい てはll"m{ilめ る。
}〉 会 代 表
本会代表一名 を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。
V総 会
少な くとも年一回は総会 を開催 し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。 また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。
M運 営委員会
総会において運営委員若干名 を選出し運営委員会を組織す る。運営委員会は次の総会 までの会
務を執行 し、必要に応 じて事務局を置 くことができる。
V匠 会 費
会員 よ り年 間会 費5,000円 を徴収す る。三 ヵ 以上 にわた ム を め ない の は、.、副 として
Aた る' 't'生AのAに つ いては1徐{め る 会費 の変更 は総会 が決定す る。
「皿 会計監査及び予算
総会は年間予算 を決定 し会計監査一名を選出する。会計監査委員 は年一回会計監査 を行 う。








1.本 会機関紙、『財政と公共政策』 を年二回発行する。総会において編集委員会を設置 し、編集
委員会がその編集、発行 を行う。編集委員会の規則は別途定める。
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